
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご存知ですか？社会保障・税番号（マイナンバー）制度ご存知ですか？社会保障・税番号（マイナンバー）制度ご存知ですか？社会保障・税番号（マイナンバー）制度ご存知ですか？社会保障・税番号（マイナンバー）制度    
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人事・労務に役立つ人事・労務に役立つ人事・労務に役立つ人事・労務に役立つ News LetterNews LetterNews LetterNews Letter    

1 

マイナンバー制度の概要マイナンバー制度の概要マイナンバー制度の概要マイナンバー制度の概要    ～社会保障・税番号（マイナンバー）制度とは？～～社会保障・税番号（マイナンバー）制度とは？～～社会保障・税番号（マイナンバー）制度とは？～～社会保障・税番号（マイナンバー）制度とは？～    

注目注目注目注目トピックストピックストピックストピックス    

公平・公正な社会の実現、手続きの簡素化による国民の利便性の向上、行政の効

率化を目的として、「社会保障・税番号（マイナンバー）制度」が実施されます。 

厚生労働省も、社会保障分野への社会保障・税番号制度の導入に向けて、事業主

の皆様への周知活動を始めています。 

いずれ対応しなければならない問題ですので、概要を知っておきましょう。 

2015 

� 国民１人ひとりに唯一無二の番号（マイナンバー）を配付し、その番号によって複数の行政機関に存在国民１人ひとりに唯一無二の番号（マイナンバー）を配付し、その番号によって複数の行政機関に存在国民１人ひとりに唯一無二の番号（マイナンバー）を配付し、その番号によって複数の行政機関に存在国民１人ひとりに唯一無二の番号（マイナンバー）を配付し、その番号によって複数の行政機関に存在
する個人の情報を正確に連携させるための新しい社会基盤です。する個人の情報を正確に連携させるための新しい社会基盤です。する個人の情報を正確に連携させるための新しい社会基盤です。する個人の情報を正確に連携させるための新しい社会基盤です。    

� 平成平成平成平成 27272727 年年年年 10101010 月から、国民の皆さま一人一人に「個人番号」（＝マイナンバー）が通知されます。月から、国民の皆さま一人一人に「個人番号」（＝マイナンバー）が通知されます。月から、国民の皆さま一人一人に「個人番号」（＝マイナンバー）が通知されます。月から、国民の皆さま一人一人に「個人番号」（＝マイナンバー）が通知されます。    

� 平成平成平成平成 28282828 年１月から、社会保障、税、災害対策の行政手続で「個人番号」を使うこととなります。年１月から、社会保障、税、災害対策の行政手続で「個人番号」を使うこととなります。年１月から、社会保障、税、災害対策の行政手続で「個人番号」を使うこととなります。年１月から、社会保障、税、災害対策の行政手続で「個人番号」を使うこととなります。    

� 民間事業主の方についても、従業員等に関する社会保険の手続や、税の手続きで、個人番号を取扱う民間事業主の方についても、従業員等に関する社会保険の手続や、税の手続きで、個人番号を取扱う民間事業主の方についても、従業員等に関する社会保険の手続や、税の手続きで、個人番号を取扱う民間事業主の方についても、従業員等に関する社会保険の手続や、税の手続きで、個人番号を取扱う
ことになります。ことになります。ことになります。ことになります。    

  実施までにまだ期間はありますが、将来的には、社会保険や税の手続き等において、事業主の皆様が、

従業員等の個人番号を取り扱うことになります。法律上、事業主の皆様は、「個人番号関係事務実施者」

とされ、情報漏えいなどについて、一定のルールを守る必要が生じます。 

今後も、注意点などを紹介させていただきます。 

 

※法人番号…… 

マイナンバー 制

度の実施にあた

り、「個人番号」と

ともに、「法人番

号」も必要となり

ます。今後、法人

等に対して、１法

人に１つの法人

番号が、書面で

通知されます。 

内閣官房「マイナンバー
広報用ロゴマーク」愛称 
マイナちゃん 

<民間企業における番号の利用例> 内閣官房資料より 

１００％ WOOL 

今年もホットな情報をお届け 



労働者による「ブラック企業」の労働者による「ブラック企業」の労働者による「ブラック企業」の労働者による「ブラック企業」の認識に認識に認識に認識に

みるみるみるみる今後の労務管理の方向性今後の労務管理の方向性今後の労務管理の方向性今後の労務管理の方向性    

    
◆「ブラック企業」は依然重要なキーワード◆「ブラック企業」は依然重要なキーワード◆「ブラック企業」は依然重要なキーワード◆「ブラック企業」は依然重要なキーワード    

「ブラック企業」という言葉には明確な定義がある

ものではありませんが、ブラック企業対策プロジェク

トでは一応、「異常な長時間労働やパワーハラスメン

トなど劣悪な労働条件で従業員を酷使するため、離職

率も高く、過労にともなう問題等も起きやすい企業の

こと」との定義付けを行っています。 

2013 年の流行語大賞にも選出された頃に比べて一

時期の流行は去った感をお持ちかもしれませんが、最

近連合が行った調査で、４人に１人が「勤務先はブラ

ック企業である」と感じており、特に 20代ではこの

割合が３人に１人となることがわかりました。「ブラ

ック企業」は、まだまだ関心が高いキーワードである

ことが窺えます。 

◆「ブラック認定」されるポイントは？◆「ブラック認定」されるポイントは？◆「ブラック認定」されるポイントは？◆「ブラック認定」されるポイントは？    

同調査は、それぞれの労働者が「自分の勤務先がブ

ラック企業であると考えているかどうか」を問うもの

であり、客観的な指標をもとにブラック認定を行うも

のではありませんが、ハラスメントの考え方と同様、

労働者個々が「勤務先がブラック企業である」と考え

ているというのは、「ブラック企業のような働かせ方

をされている」と感じているということであり、働か

せ方等を考えるうえで大きなポイントとなります。 

この点、同調査によると、勤務先がブラック企業だ

と思う理由の上位は「長時間労働が当たり前」、「仕事

に見合わない低賃金」、「有給休暇が取得できない」、

「サービス残業が当たり前になっている」…等となっ

ています。労務トラブルの発生を防ぐという観点から

は、これらの要因をいかになくしていくかが検討され

るべきです。 

◆転職先探しでも重視される「ブラック企業」◆転職先探しでも重視される「ブラック企業」◆転職先探しでも重視される「ブラック企業」◆転職先探しでも重視される「ブラック企業」    

また、転職意向がある人に転職先を探す場合に重視

するポイントを尋ねたところ、３人に１人は「ブラッ

ク企業などの悪いうわさ（がないか）」を重視すると

回答しています。 

人材不足時代にあって、採用活動が成功するかどう

かは「ブラック企業と認識されていないこと」が重要

なポイントとなってくるとも言えそうです。 

 

厚生労働省が運営する厚生労働省が運営する厚生労働省が運営する厚生労働省が運営する「労働条件」「パ「労働条件」「パ「労働条件」「パ「労働条件」「パ

ート労働」に関するサイトート労働」に関するサイトート労働」に関するサイトート労働」に関するサイト    

    
◆労務管理に関する２つのサイト◆労務管理に関する２つのサイト◆労務管理に関する２つのサイト◆労務管理に関する２つのサイト    

厚生労働省は、11 月に労務管理に関連するサイト

を相次いで開設・リニューアルしました。 

開設したのは「労働条件」に関するサイト、リニュ

ーアルしたのは「パ―ト労働」に関するサイトですの

で、自社の労務管理体制のチェックおよび整備にぜひ

ご活用ください。 

◆「確かめよう労働条件サイト」◆「確かめよう労働条件サイト」◆「確かめよう労働条件サイト」◆「確かめよう労働条件サイト」    

まずは、11月 23日（日）に労働条件に関する総合

情報サイトである「確かめよう労働条件サイト」

（http://www.check-roudou.mhlw.go.jp/）を開設しま

した。近年、非正規雇用社員を中心に「労働条件」を

めぐる労使間トラブルが多発しており、企業が注意し

なければならない重要項目の１つです。 

サイトの内容は次の通りとなっています。 

（１）労働条件に関する疑問に答えるＱ＆Ａ…「労働

者・ご家族の方向け」、「事業主・労務管理担当の方向

け」に分かれています。 

（２）法令・制度の紹介…労働条件に関する法令・制

度を紹介するものであり、労働基準監督官の仕事につ

いても解説されています。 

（３）相談機関の紹介…労働局、労働基準監督署等の

所在地や連絡先が掲載されています。 

（４）行政の取組み…「若者の使い捨てが疑われる企

業」への重点監督の実施状況、学生のための労働条件

セミナー等の情報が掲載されています。 

（５）裁判例…「採用」「配置」「処遇」「解雇」「退職」

の５ジャンルに分かれています。 

労働者が知りうる情報の方が多くなっていません

か？事業主様もぜひチェックしてみてください。 

◆「パート労働ポータルサイト」◆「パート労働ポータルサイト」◆「パート労働ポータルサイト」◆「パート労働ポータルサイト」    

次にご紹介するのは、11月 28日（金）にリニュー

ア ル さ れ た 「 パ ー ト 労 働 ポ ー タ ル サ イ ト 」

（http://part-tanjikan.mhlw.go.jp/）です。 

このサイトは 2012 年 11 月から運営されています

が、来年 4 月の「改正パート労働法」施行を控え、

従来のコンテンツ（「パートタイム労働者雇用管理改

善マニュアル・好事例集」、「職務評価の実施方法の解

説・事例紹介」、「短時間正社員制度導入支援ナビ」等）



に加え、下記の内容が追加・拡充されました。 

（１）パート労働者活躍企業診断サイト 

（２）パート労働者活躍企業宣言サイト 

（３）パート労働者キャリアアップ支援サイト 

パート労働法は来年大きく変わります。パート労働者

を雇用される事業主様はぜひ一度チェックしてみて

ください。 

 

「健康経営」「健康経営」「健康経営」「健康経営」で職場環境をより一層健康で職場環境をより一層健康で職場環境をより一層健康で職場環境をより一層健康

的に！的に！的に！的に！    

    
◆「健康経営」における政府の施策◆「健康経営」における政府の施策◆「健康経営」における政府の施策◆「健康経営」における政府の施策    

超少子高齢化の進展に伴い、働き盛り世代からの健

康づくりの重要性が高まる中、政府は“国民の健康寿

命の延伸”を重要施策として掲げています。 

また、その実現のため「健康保険法等に基づく厚生

労働大臣指針」（告示）を改正し、すべての健康保険

組合に対し、レセプト等のデータ分析に基づく加入者

の健康保持を促す「データヘルス計画（仮称）」の作

成・公表、事業実施、評価等の取組みを求めるととも

に、市町村国保が同様の取組みを行うことを推進する

ことを掲げました。 

◆厚生労働省による取組み◆厚生労働省による取組み◆厚生労働省による取組み◆厚生労働省による取組み    

厚生労働省は、「健康保険法に基づく保健事業の実

施等に関する指針」を改正（平成 26年 3月）し、「保

険者は、健康・医療情報を活用して PDCA サイクル

に沿った効果的・効率的な保健事業の実施を図るため

の保健事業の実施計画（データヘルス計画）を策定し、

計画に基づく保健事業の実施及び評価を行う」としま

した。この「データヘルス計画」は、平成 27年度よ

りスタートする予定です。 

◆経済産業省による取組み◆経済産業省による取組み◆経済産業省による取組み◆経済産業省による取組み    

一方で、経済産業省は、企業による「健康経営」を

促進するため、厚生労働省が進める「データヘルス計

画」と連携し、企業や経営者向けに、「健康投資ガイ

ドブック」を策定しました。これは、「わかりやすく

健康投資の概念を提示すること」「企業業績へのメリ

ット等の提示により訴求力を高めること」「社内環境

整備や全体枠組みとしての実践方法を提示すること」

の 3つの方針に基づいて作成されています。 

◆企業による取組み◆企業による取組み◆企業による取組み◆企業による取組み    

従業員の健康改善と医療費の適正化は、企業の社会

的評価だけでなく労働の生産性も向上させ、社会経済

の活性化や日本再生にも貢献し得るとされています。 

上記の「データヘルス計画」や「健康投資ガイドブ

ック」を上手に活用し、職場環境をより一層健康的な

ものにしましょう。 

 

「メンタルヘルス」に対する取組みの最「メンタルヘルス」に対する取組みの最「メンタルヘルス」に対する取組みの最「メンタルヘルス」に対する取組みの最

新実態新実態新実態新実態    

    
◆上場企業◆上場企業◆上場企業◆上場企業 2,4242,4242,4242,424社が回答社が回答社が回答社が回答    

公益財団法人日本生産性本部の「メンタル・ヘルス

研究所」が、「メンタルヘルスの取り組み」に関する

企業アンケート調査の結果を取りまとめました（上場

企業 2,424 社が回答。2014 年６月～８月実施）。同

調査は 2002 年から隔年で実施しており、今回が７回

目となります。 

◆「心の病」の増減傾向と年齢層◆「心の病」の増減傾向と年齢層◆「心の病」の増減傾向と年齢層◆「心の病」の増減傾向と年齢層    

最近３年間の「心の病」が「増加傾向」と回答した

企業は29.2％（前回調査比8.4％減）、「横ばい」と回

答した企業は58.0％（同6.6％増）でした。 

過去８年間の結果と比べると「増加傾向」の割合は

減少してきているものの、「減少傾向」にまで至って

いる企業は10％に満たず、高止まりとなっています。 

また、「心の病」にかかる年齢層では、一番多い30

代が38.8％（同3.9％増）、40代が32.4％（同3.8％減）

となっており、両世代にまたがる課題となっています。 

さらに、10～20代の割合は18.4％（同0.4％減）で

すが、対象人数が少ないことを考慮すると高率であり、

「心の病」を課題とする世代は広がっている傾向にあ

ります。 

◆組織風土と「心の病」の関係◆組織風土と「心の病」の関係◆組織風土と「心の病」の関係◆組織風土と「心の病」の関係    

「心の病」が「増加傾向」の組織では、「個人で仕

事をする機会が増えた」について、肯定率が 52.1％

となったほか、「職場での助け合いが少なくなった」

については同 49.3％、「職場でのコミュニケーショ

ンが減った」については同 58.9％となりました。 

◆「改正労働安全衛生法」への対応◆「改正労働安全衛生法」への対応◆「改正労働安全衛生法」への対応◆「改正労働安全衛生法」への対応    

労働安全衛生法の改正により、従業員のストレスチ

ェックが義務化されます（2015 年 12 月）。今後は、

これへの対応についても十分に検討し、メンタルヘル

ス対策を講じていかなければなりません。当事務所で

も万全のサポート体制をご提供できますので、ぜひご

相談ください。 



 

 

    
 

    

＜無期転換ルールの概要＞＜無期転換ルールの概要＞＜無期転換ルールの概要＞＜無期転換ルールの概要＞    

同一の使用者との間で、有期労働契約が反復更新され、契約期間を通算した期間が５年を超える労働者が、無期

労働契約の締結の申込みをしたときは、使用者は無期労働契約に転換しなければならない（平成 25 年４月１日以

後に締結した有期労働契約が対象）。 

 

  

 

  

                            ※契約期間が１年の場合 

㊟ 有期労働契約と有期労働契約の間に、同一使用者の下で働いていない期間（空白期間）が一定の期間（原則として６か月）

以上あるときは、その空白期間より前の有期労働契約は５年のカウントに含めない。 

無期転換ルールの導入により、特に定年退職後の高齢者について、無期転換申込権が発生する直前に企業側

が雇止めをする懸念があり、かえって有能な高齢者の安定的な雇用が難しくなるとの問題点が指摘されていま

した。そのため「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法」が制定され、平成 27 年４月１

日から施行されることになりました。概要は次のとおりです。 

 

特例の対象者特例の対象者特例の対象者特例の対象者    
特例の効果（特例の対象者について、次の期間は、無期転換特例の効果（特例の対象者について、次の期間は、無期転換特例の効果（特例の対象者について、次の期間は、無期転換特例の効果（特例の対象者について、次の期間は、無期転換    

申込権が発生しないこととする）申込権が発生しないこととする）申込権が発生しないこととする）申込権が発生しないこととする）    

① 

「５年を超える一定の期間内に完

了することが予定されている業務」

に就く高度専門的知識等を有する

有期雇用労働者 

５年を超える一定の期間内に完了することが予定されている業務

（いわゆるプロジェクト業務）に就く期間〔上限：10年〕 

→５年を超える有期のプロジェクト期間中は、対象労働者につい５年を超える有期のプロジェクト期間中は、対象労働者につい５年を超える有期のプロジェクト期間中は、対象労働者につい５年を超える有期のプロジェクト期間中は、対象労働者につい

て、無期転換請求権は発生しない〔ただし、て、無期転換請求権は発生しない〔ただし、て、無期転換請求権は発生しない〔ただし、て、無期転換請求権は発生しない〔ただし、10101010 年が限度〕年が限度〕年が限度〕年が限度〕 

② 
定年後に有期契約で継続雇用され

る高齢者 

定年後引き続き雇用されている期間 

→定年後引き続き雇用されている期間中は、対象労働者について、無定年後引き続き雇用されている期間中は、対象労働者について、無定年後引き続き雇用されている期間中は、対象労働者について、無定年後引き続き雇用されている期間中は、対象労働者について、無

期転換請求権は発生しない期転換請求権は発生しない期転換請求権は発生しない期転換請求権は発生しない 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成 25 年４月１日に施行された労働契約法の改正により、有期労働契約の更新を繰り返す労働者を

保護するために、いわゆる「無期転換ルール」が導入されました。 

    

 有期労働契約の無期転換ルールについて、特例を制定有期労働契約の無期転換ルールについて、特例を制定有期労働契約の無期転換ルールについて、特例を制定有期労働契約の無期転換ルールについて、特例を制定    最新情報最新情報最新情報最新情報    

◆あとがき◆◆あとがき◆◆あとがき◆◆あとがき◆ 2015 年は人事政策に影響を与えるようなインパクトのある法改正が目白押しです。高齢

者とパートタイマーは４月施行ですから、早めに準備していきましょう。 

この特例により、定年退職後の高齢者の方の有期契約による再雇用等について、無期転換ルールを気にし

なくてもよいことになりました。ただし適用には条件があり、厚労省の認定を受ける必要があります。詳細

が発表され次第ご案内していきます。 

無期転換ルールの特例無期転換ルールの特例無期転換ルールの特例無期転換ルールの特例（対象者と効果）（対象者と効果）（対象者と効果）（対象者と効果）    

契約期間が通算契約期間が通算契約期間が通算契約期間が通算５年５年５年５年    

１年 １年 １年 １年 １年 １年１年１年１年    無期契約 

←
更
新 

←
更
新 

←
更
新 

←
更
新 

←
締
結 

←
更
新 

申
込
み 

←
転
換 

1/10 ●一括有期事業開始届の提出（建設業）  

主な対象事業：概算保険料 160 万円未満でかつ請負金額が 1 億 9000 万円未満の工事 

●12 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税額の納付 

1/20 ●源泉所得税の特例納付（7 月～12 月分） 

1/31 ●12 月分健康保険料・厚生年金保険料の支払 

●労働保険料の納付（延納第 3 期分） 

●労働者死傷病報告書の提出（休業 4 日未満の 10 月～12 月の労災事故について報告） 

●税務署へ法定調書（源泉徴収票・報酬等支払調書・配当・剰余金の分配支払調書・法定 

調書合計表）の提出 

●市区町村への給与支払報告書の提出 

●11 月決算法人の確定申告・5 月決算法人の中間申告 

●２月・５月・８月決算法人の消費税の中間申告 
 

お仕事 
カレンダー 

1 月 


